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１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

  1-1.連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数　24社

　主要な連結子会社の名称

㈱PASCO SPACE MAPPING TECHNOLOGY、㈱ＧＩＳ北海道、㈱ＧＩＳ関東、㈱ＧＩＳ
関西、東日本総合計画㈱、FM-International Oy、 Aerodata International
Surveys BVBA 、 PASCO Europe B.V. 、 Keystone Aerial Surveys, Inc. 、 BASE
AEROFOTOGRAMETRIA E PROJETOS S.A.、 PT. Nusantara Secom InfoTech 、 PASCO
(Thailand) Co., Ltd.

(2) 主要な非連結子会社

FM-International Laos Co.,Ltd 、 Aerodata Remote Sensing B.V. 、 Aerodata
Italia SRL、Finnmap Cambodia Co.,Ltd.、ｼﾞｬﾊﾟﾝｼﾞｵｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽｻｰﾋﾞｽ㈱、Terra
Imaging　B.V.

(連結の範囲から除いた理由)

いずれの会社も小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う
額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を
及ぼしていないためであります。

  1-2.持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用の関連会社の数　 3社

　主要な持分法適用会社の名称
共立航空撮影㈱

(2) 持分法を適用しない主要な関連会社
Aerodata　France　SARL、Aerogrid LIMITED
(持分法を適用しない理由)

いずれの会社も小規模会社であり、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金
(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないた
めであります。

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算書
 類を使用しております。

  1-3.連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社のうち、FM-International Oy、Aerodata International Surveys
BVBA 、 PASCO Europe B.V. 、 Keystone Aerial Surveys, Inc. 、 BASE
AEROFOTOGRAMETRIA E PROJETOS S.A.、 PT. Nusantara Secom InfoTech 、 PASCO
(Thailand) Co., Ltd.の他7社は決算日が12月31日であり、その決算日の計算書類
を使用しております。他の連結子会社の決算日は、連結決算日（３月31日）と一
致しております。

  1-4.会計処理基準に関する事項 
(1)資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

時価のあるもの 決算日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

②たな卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有するたな卸資産
　評価基準 原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
　　仕掛品 主に個別法
　　その他のたな卸資産
　　　商品・貯蔵品 最終仕入原価法
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(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　  　　　  10～50年
機械装置及び運搬具   　　　 ３～15年
工具、器具及び備品　　　    ３～６年　　　　

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
のれん　　　             ５～10年
自社利用のソフトウェア   ５年（社内における利用可能期間）

③リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうちリース取引開始日が平成20
年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。

(3)引当金の計上基準 
①貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

②賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会
計年度に対応する額を計上しております。

③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法によ
り発生の翌連結会計年度から損益処理しております。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により収
益処理しております。

④役員賞与引当金 役員への賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に対応す
る額を計上しております。

⑤工事損失引当金 請負業務の損失に備えるため、連結会計年度末の未引渡業務のうち損失が発生す
ると見込まれ、かつ、連結会計年度末時点で当該損失額を合理的に見積ることが
可能な請負業務について、翌連結会計年度以降の損失見積額を引当計上しており
ます。

(4)重要な収益及び費用の計上基準
①請負業務の収益の計上基準

請負業務について成果の確実性が認められる部分は工事進行基準(工事の進捗率の
見積りは原価比例法)を適用し、その他は工事完成基準を適用しております。

②ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法を採用しております。

(5)その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。
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２．連結貸借対照表に関する注記 

　 2-１.担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1)担保に供している資産 建 物 及 び 構 築 物 36,209 千円

土 地 292,485

投 資 有 価 証 券 382,528

計 711,222

(2)担保に係る債務 短 期 借 入 金 1,500,000 千円

   2-2.有形固定資産の減価償却累計額 

8,558,084 千円

　 2-3.偶発債務

(保証債務)

個人住宅ローン等 182,496 千円

Geotech Consulting 104,431

計 286,928

　 2-4.その他のたな卸資産の内訳

商 品 59,807 千円

貯 蔵 品 67,480

計 127,287

(3)投資その他の資産の「その他」(長期預金)350,000千円を海外請負業務全般に係る保証の担保として

　金融機関に差入れております。
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３．連結損益計算書に関する注記 

   3-1.工事損失引当金繰入額

売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額 360,881 千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

   4-1.当連結会計年度末における発行済株式の種類、総数及び自己株式の数

（1）発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 73,851,334 ─ ─ 73,851,334

（2）自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,563,215 16,665 1,230 1,578,650

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　 16,665 株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

　買増請求にかかる売却による減少　　　 1,230 株

   4-2.配当に関する事項 

     （1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額  1株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成24年６月20日
定時株主総会

普通株式 578,304千円 8.0円 平成24年３月31日 平成24年６月21日

(注)　連結子会社が所有する自己株式（当社株式）にかかる配当金は控除しております。なお、控除前の金額は
　　　579,264千円であります。

     （2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

配当金の総額 配当の原資  1株当たり配当額 基準日 効力発生日

578,181千円 利益剰余金 8.0円 平成25年３月31日 平成25年６月24日

(注)　連結子会社が所有する自己株式（当社株式）にかかる配当金は控除しております。なお、控除前の金額は
　　　579,141千円であります。

平成25年６月21日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次の通り提案
しております。

(変動事由の概要)
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５．金融商品に関する注記 

   5-1.金融商品の状況に関する事項

     (1)金融商品に対する取り組み方針

     (2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

   5-2.金融商品の時価等に関する事項

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 8,679,587 8,679,587 －
（2）受取手形及び売掛金 30,940,779

　　 貸倒引当金　※1 △ 319,754

30,621,025 30,621,025 －

（3）投資有価証券

　　 その他有価証券 872,915 872,915 －

 資産 計 40,173,528 40,173,528 －
（1）支払手形及び買掛金 4,298,640 4,298,640 －

（2）短期借入金 20,218,006 20,218,006 －

（3）長期借入金　※2 18,178,667 18,194,739 16,072

 負債 計 42,695,313 42,711,386 16,072
　※1　受取手形及び売掛金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
　※2　1年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行
借入及びセコムグループからの融資による方針です。

営業債権（受取手形及び売掛金）は、顧客の信用リスクに晒されており、外貨建ての営業債権は
為替変動リスクに晒されております。当社グループは「与信管理に関する取扱規程」に従い、取引
先の信用状況を把握する体制としております。投資有価証券は、基本的に株式であり、市場価格の
変動リスクに晒されているため、上場株式については毎月時価の把握を行っております。
　営業債務（支払手形及び買掛金）は、基本的に２ヶ月以内の支払期日であります。

資金調達は当社が行っており、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は
主に設備投資に係る資金調達です。

平成25年3月31日（当連結会計年度末）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に
ついては、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に
は含まれておりません（（注2）参照）。
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 （注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
      資 産
      （1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

      （3）投資有価証券

（単位：千円）

（単位：千円）

      負 債
      （1）支払手形及び買掛金、並びに（2）短期借入金

      （3）長期借入金

 （注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額63,996千円）、非連結子会社株式及び関連会社株式

 （注3）金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

※受取手形及び売掛金については、貸倒引当金を控除しております。
 （注4）借入金の連結決算日後の返済予定額

（単位：千円）

６．1株当たり情報に関する注記  

１株当たり純資産額 183円13銭

１株当たり当期純利益  20円30銭

合計 20,249,276 18,147,396

短期借入金 20,218,006 －
長期借入金 31,270 18,147,396

合計 39,112,108 188,504

1年以内 1年超5年以内

－
1年超5年以内

（連結貸借対照表計上額279,286千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを
見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）投
資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

受取手形及び売掛金 30,432,520 188,504
現金及び預金

1年以内
8,679,587

　これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

177,181599,869株式

連結貸借対照表計上額

①連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

②連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定され
る利率で割り引いて算定する方法によっております。

取得原価

422,688

種類

株式 337,700 273,046 △ 64,653

その他有価証券で時価のあるもの　株式は取引所の価格によっております。

差額種類

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。
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７．その他の注記

  7-1.（退職給付関係）

(1)採用している退職給付制度の概要

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりです。

①制度全体の積立状況に関する事項 （平成24年３月31日現在）

年金資産の額 146,037,416 千円

年金財政計算上の給付債務の額 162,740,816

差　引　額 △ 16,703,399

②制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（平成24年３月31日現在）

8.2 ％

③補足説明

(2)退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △ 6,943,903 千円

②年金資産 5,828,057

③未積立退職給付債務（①＋②） △ 1,115,845

④未認識数理計算上の差異 220,381

⑤連結貸借対照表計上額純額（③＋④） △ 895,464

⑥退職給付引当金（⑤） △ 895,464

(注)連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

(3)退職給付費用に関する事項

①勤務費用 450,228 千円

②利息費用 113,873

③期待運用収益（減算） △ 137,977

④数理計算上の差異の費用処理額 61,748

⑤退職給付費用（①＋②＋③＋④） 487,872

⑥その他 188,481

計 676,353

(注)1.簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「①勤務費用」に計上しております。

    2.「⑥その他」は、確定拠出年金への掛金支払額です。

(4)退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 期首（2.0%）

期末（2.0%）

③期待運用収益率 3.0%

④過去勤務債務の額の処理年数 9年

⑤数理計算上の差異の処理年数 8～15年

(注)過去勤務債務及び数理計算上の差異の処理年数について、平均残存勤務期間の再検討を行った結

    果、平均残存勤務期間が短縮したことにより、再検討後の年数が従来の費用処理年数を下回るこ

    ととなった場合には、費用処理年数を短縮しております。

 上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高9,353,613千円及
び繰入不足金7,349,786千円です。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年
の元利均等償却であり、当社は、当期の連結計算書類上、特別掛金71,330千円を費用
処理しております。

 なお、特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗
じることで算定されるため、上記②の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致
いたしません。

  当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び厚生年金基
金制度並びに一部について確定拠出年金制度を設けております。

  厚生年金基金制度は総合設立の厚生年金基金であり、当社及び国内連結子会社の拠出に
対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当基金への拠出額を退職
給付費用として処理しております。
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  7-2.(減損損失関係)

(単位：千円)
場所 用途 種類 減損損失
東京都目黒区 遊休資産 ソフトウエア 58,537
ベルギー王国 事業用資産 のれん 322,359

建物及び土地等 128,144
機械装置及び什器備品等 97,451
ソフトウエア 12,490
のれん 31,079

計 650,063

ブラジル連邦共和国 事業用資産

　当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分に基づいて、賃貸用資産及び遊
休資産については個別物件単位でグルーピングを行っております。
  減損算定の結果、海外セグメントの事業用資産において、当社の子会社であるAerodata
International Surveys BVBA（ベルギー）及びBASE AEROFOTOGRAMETRIA E PROJETOS S.A.
（ブラジル）は業績悪化に伴う収益性の低下によりのれんを含む資産の回収可能額が帳簿価
額を下回るため、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を「減損損失」として計上
しております。なお、のれんを含む資産の回収可能額は使用価値により算定しております。
また、割引率については、Aerodata International Surveys BVBAは12.3%を使用し、BASE
AEROFOTOGRAMETRIA E PROJETOS S.A.については、割引前キャッシュ・フローがマイナスのた
め、記載を省略しております。
 遊休資産の一部においては資産価値の毀損により回収可能額が帳簿価額を下回るため、帳簿
価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を「減損損失」として計上しております。なお、
当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により算定しており、ソフトウエアの時価
は正味売却価額を零としております。
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1．重要な会計方針に係る事項に関する注記  

1-1.資産の評価基準及び評価方法 
(1)有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　　　移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの 決算日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準　原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
　仕掛品 主に個別法
　商品・貯蔵品 最終仕入原価法

1-2.重要な減価償却資産の減価償却の方法 
(1)有形固定資産（リース資産を除く）

定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　  13～50年
構築物　　　　　　　  　　10年
機械及び装置　　　　  ５～10年
車両運搬具 　　　　 　６～７年
工具､器具及び備品 　 ３～６年

(2)無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
自社利用のソフトウェア  ５年（社内における利用可能期間）

(3)リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうちリース取引開始日が平成20年
３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。

(4)長期前払費用 定額法

1-3.引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

(2)賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度
に対応する額を計上しております。

(3)退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により
発生の翌事業年度から損益処理しております。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により収益
処理しております。

(4)役員賞与引当金 役員への賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度に対応する額を
計上しております。

(5)工事損失引当金 請負業務の損失に備えるため、事業年度末の未引渡業務のうち損失が発生すると見
込まれ、かつ、事業年度末時点で当該損失額を合理的に見積ることが可能な請負業
務について、翌事業年度以降の損失見積額を引当計上しております。

 個 別 注 記 表 
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1-4.重要な収益及び費用の計上基準
(1) 請負業務の収益の計上基準

請負業務について成果の確実性が認められる部分は工事進行基準(工事の進捗率の見
積りは原価比例法)を適用し、その他は工事完成基準を適用しております。

(2)ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法を採用しております。

1-5.その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。
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２. 貸借対照表に関する注記 

2-1.担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1)担保に供している資産 建 物 36,209 千円

土 地 292,485

投 資 有 価 証 券 382,528

計 711,222

(2)担保に係る債務 短 期 借 入 金 1,500,000 千円

2-2.有形固定資産の減価償却累計額 5,908,033 千円

2-3.偶発債務

(保証債務)

他の会社の金融機関等からの借入債務等に対し、保証を行っております。

個人住宅ローン等 182,496 千円

Geotech Consulting 104,431

FM-International Oy 230,618

PASCO (Thailand) Co., Ltd. 38,000

計 555,546

2-4.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

区分掲載されたもの以外の関係会社に対する金銭債権・金銭債務は次のとおりであります。

 　関係会社に対する債権 短 期 金 銭 債 権 773,921 千円

長 期 金 銭 債 権 132,730

 　関係会社に対する債務 短 期 金 銭 債 務 14,836,145

(3)「長期預金」350,000千円を海外請負業務全般に係る保証の担保として金融機関に

　 差入れております。
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３．損益計算書に関する注記  

3-1.関係会社との取引高

営業取引による取引高 

　　売上高 335,906 千円

    仕入及び外注高等 2,184,200

営業取引以外の取引高 313,026

3-2.工事損失引当金繰入額

売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額 153,191 千円

3-3.特別調査費用等

過年度決算訂正に関する第三者委員会に係る調査費用31,722千円及びそれに伴って

発生したレビュー業務に係る報酬39,638千円を計上しております。

４．株主資本等変動計算書に関する注記 
    当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,443,215 16,665 1,230 1,458,650

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加 16,665 株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

　買増請求にかかる売却による減少 1,230 株
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５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

投資有価証券評価損 806,531 千円

賞与引当金 171,432

退職給付引当金 145,865

固定資産評価損 176,290

未成工事損失金 102,471

事業税等 88,631

貸倒引当金 139,688

その他 162,045

繰延税金資産小計 1,792,953

評価性引当額 △ 1,111,804

繰延税金資産合計 681,149

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額 △ 41,810

資産除去債務 △ 5,443

繰延税金負債合計 △ 47,253

繰延税金資産(負債)の純額 633,895
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６．リースにより使用する固定資産に関する注記 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

当事業年度末時点での残高はございません。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

当事業年度末時点での残高はございません。

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 24,874 千円

減価償却費相当額 23,531

支払利息相当額 243

(4) 減価償却費相当額の算定方法

(5) 利息相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法
については、利息法によっております。

貸借対照表上に計上した固定資産のほか、生産設備の一部については所有権移転外ファイナンス・
リース契約により使用しております。

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っております。
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７．関連当事者との取引に関する注記 

7-1.親会社及び法人主要株主等 
議決権等
の所有 取引金額 期末残高

(被所有)割合 役員の 事業上 (千円) (千円)
(％) 兼任等 の関係

資金の借入 8,500,000
親会社 セコム㈱ (被所有) 役員受入 資金の借入 資金の返済 4,000,000 短期借入金 14,500,000

(直接) 72.9 　　4人 利息の支払 101,665
(注) 借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。　

7-2.兄弟会社等 
議決権等
の所有 取引金額 期末残高

(被所有)割合 役員の 事業上 (千円) (千円)
(％) 兼任等 の関係

親会社のセコムクレジット㈱ なし ― 資金の借入 利息の支払 109,573 長期借入金 18,000,000
子会社
(注) 借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。　

7-3.役員及び個人主要株主等 
議決権等
の所有 取引金額 期末残高

(被所有)割合 (千円) (千円)
(％)

重要な

子会社の Mary C. Potter なし 未払金の 29,255 ― ―
役員 支払

(注) 前事業年度において生じた未払金等であり、株式の売買契約に基づいております。

８．1株当たり情報に関する注記  

１株当たり純資産額 180円94銭

１株当たり当期純利益 19円57銭

―

取引の内容 科目
関係内容

取引の内容 科目関係内容

種類 会社等の名称

種類
会社等の名称
または氏名

科目種類 会社等の名称
関係内容

取引の内容
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９．その他の注記
9-1.(退職給付関係)

(1)採用している退職給付制度の概要

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりです。

①制度全体の積立状況に関する事項 （平成24年３月31日現在）

年金資産の額 146,037,416 千円

年金財政計算上の給付債務の額 162,740,816

差　引　額 △ 16,703,399

②制度全体に占める当社の掛金拠出割合（平成24年３月31日現在）

7.1 ％

③補足説明

(2)退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △ 5,991,860 千円
②年金資産 5,310,746
③未積立退職給付債務（①＋②） △ 681,114
④未認識数理計算上の差異 284,191
⑤貸借対照表計上額純額（③＋④） △ 396,923
⑥退職給付引当金（⑤） △ 396,923

(3)退職給付費用に関する事項
①勤務費用 387,120 千円
②利息費用 112,403
③期待運用収益（減算） △ 131,615
④数理計算上の差異の費用処理額 63,380

⑤退職給付費用（①＋②＋③＋④） 431,287

⑥その他 188,481

計 619,769

(注)「⑥その他」は、確定拠出年金への掛金支払額です。

(4)退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
②割引率 期首（2.0%）

期末（2.0%）
③期待運用収益率 3.0%
④過去勤務債務の額の処理年数 9年
⑤数理計算上の差異の処理年数 8～15年

    
    

(注)過去勤務債務及び数理計算上の差異の処理年数について、平均残存勤務期間の再検討を行った
結果、平均残存勤務期間が短縮したことにより、再検討後の年数が従来の費用処理年数を下回るこ
ととなった場合には、費用処理年数を短縮しております。

  厚生年金基金制度は総合設立の厚生年金基金であり、当社の拠出に対応する年金資産の額を合理的
に計算することができないため、当基金への拠出額を退職給付費用として処理しております。

　当社は、確定給付型の制度としての退職一時金制度及び厚生年金基金制度並びに一部について確定
拠出年金制度を設けております。

 上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高9,353,613千円及び繰入不足金
7,349,786千円です。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であり、
当社は、当期の計算書類上、特別掛金63,268千円を費用処理しております。

 なお、特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで
算定されるため、上記②の割合は当社の実際の負担割合とは一致いたしません。
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  9-2.(減損損失関係)

(単位：千円)
場所 用途 種類 減損損失
東京都目黒区 遊休資産 ソフトウエア 58,537

計 58,537

　遊休資産の一部において資産価値の毀損により回収可能額が帳簿価額を下回るため、帳簿
価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を「減損損失」として計上しております。なお、
当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により算定しており、ソフトウエアの時価
は正味売却価額を零としております。

　当社は、事業用資産については管理会計上の区分に基づいて、賃貸用資産及び遊休資産に
ついては個別物件単位でグルーピングを行っております。
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